
高知県みどりの食料システム戦略推進交付金交付要綱一部改正 新旧対照表

改 正 後 改 正 前

第１条～第 16 条（略）

附則

１ この要綱は、令和５年９月 29 日から施行する。

２ この要綱は、令和９年５月 31 日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された

交付金については、第７条第４号及び第５号、第 10 条第４項、第 12 条、第 13 条並びに第 15 条の

規定は同日以降もなおその効力を有する。

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

第１条～第 16 条（略）

附則

１ この要綱は、令和５年９月 29 日から施行する。

２ この要綱は、令和８年５月 31 日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された

交付金については、第７条第４号及び第５号、第 10 条第４項、第 12 条、第 13 条並びに第 15 条の

規定は同日以降もなおその効力を有する。

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

（追加）



改 正 後 改 正 前

別表（第３条、第８条関係） 別表（第３条、第８条関係）

区 分 経費の区分
事業実

施主体
交付率 交付上限等

重 要 な 変 更

経費の配分

の 変 更

事業の内容

の 変 更

１ 高知

県みど

りの食

料シス

テム戦

略推進

交付金

（推進事

業）

１ 有機農業拠点創

出・拡大加速化事

業

国要綱に基づき

行う事業に係る次

の経費

ア 有機農業実施

計画の策定

イ 有機農業実施

計画の実現に向

けた取組の実践

ウ 飛躍的な拡大

産地の創出

・市町村

・協議会

定額※

※機械リ

ースにつ

いては２

分の１以

内

1 市町村当た

り年間

ア

10,000 千円

イ

有機農業実施

計画策定の

翌年度

8,000 千円※

※過年度事業

からの継続の

場合は、これ

に加え

翌々年度

6,000 千円

ア又はイにつ

いて、消費地

自治体との連

携の取組を実

施する場合は

上限額にそれ

ぞれ 2,000 千

円を加えた金

額とする。

ウ

イの取組を開

始した翌年度

以降２年以内

10,000 千円※

※有機農業の

取組面積の大

幅な拡大に向

経費の欄

に掲げるア

からウの経

費の相互間

における

30 パーセ

ントを超え

る増減

１ 事業の

新設又は

中止もし

くは廃止

２ 事業実

施主体の

変更

３ 事業費

の 30 パ

ーセント

を超える

増又は交

付金の増

４ 事業費

又は交付

金の 30

パーセン

トを超え

る減

５ 成果目

標の変更

区 分 経費の区分
事業実

施主体
交付率 交付上限等

重 要 な 変 更

経費の配分

の 変 更

事業の内容

の 変 更

１ 高知

県みど

りの食

料シス

テム戦

略推進

交付金

（推進事

業）

１ 有機農業産地づ

くり推進

国要綱に基づき

行う事業に係る次

の経費

ア 有機農業実施

計画の策定

イ 有機農業実施

計画の実現に向

けた取組の実践

ウ 飛躍的な拡大産

地の創出

・市町村

・協議会

定額※

※機械リ

ースにつ

いては２

分の１以

内

1 市町村当た

り年間

ア

10,000 千円

イ

有機農業実施

計画策定の

翌年度

8,000 千円

翌々年度

6,000 千円

（追加）

ウ

イの取組を開

始した翌年度

以降（３年以

内）

10,000 千円※

※有機農業の

取組面積の大

幅な拡大に向

けた取組への

支援

なお、イの取

組を開始した

翌年度にイと

ウに並行して

取り組む場合

16,000 千円

経費の欄

に掲げるイ

とウの経費

の相互間に

おける 30

パーセント

を超える増

減

１ 事業の

新設又は

中止もし

くは廃止

２ 事業実

施主体の

変更

３ 事業費

の 30 パ

ーセント

を超える

増又は交

付金の増

４ 事業費

又は交付

金の 30

パーセン

トを超え

る減

５ 成果目

標の変更



けた取組への

支援

（削除）



２ 有機転換推進

事業

国要綱に基づ

き行う事業に係

る次の経費

ア 転換支援事業

イ 転換支援円滑

化事業

・市町村

・協議会

定額 ア

２万円/10a 以

内

イ

交付申請者の

要望額の１割

以内

※無し （追加） （追加） （追加） （追加） （追加）



改 正 後 改 正 前

（注）高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の交付の対象となる農業用機械・施設の扱いに

ついては、「農業用機械施設補助の整理合理化について」（昭和 57 年４月５日付け 57 予第

401 号農林水産事務次官依命通知）の基準を適用しないものとする。

（注）高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の交付の対象となる農業用機械・施設の扱いに

ついては、「農業用機械施設補助の整理合理化について」（昭和 57 年４月５日付け 57 予第

401 号農林水産事務次官依命通知）の基準を適用しないものとする。

２ 高知

県みど

りの食

料シス

テム戦

略推進

交付金

（科学技

術振興

事業）

１ グリーンな栽

培体系加速化事

業

国要綱に基づ

き行う事業に係

る次の経費

ア グリーンな栽

培体系の検討

イ グリーンな栽

培体系への転換

に向けたスマー

ト農業機械等の

導入

ウ 消費者理解の

醸成

・協議会

・市町村

・農業協

同組合

ア

定額

イ

２分の１

以内

ウ

定額

ア

１地区当たり

年間

3,000 千円※

※有機農業の

取組面積の拡

大に向けた栽

培体系を検討

する場合又

は、環境負荷

低減の取組の

うち複数の取

組を検討する

場合は１地区

当たり年間

3,600 千円

イ

10,000 千円

ウ

１地区当たり

300 千円

経費の欄に

掲げるア及

びウとイの

経費の相互

間における

30 パーセ

ントを超え

る増減

１ 事業の

新設又は

中止もし

くは廃止

２ 事業実

施主体の

変更

３ 事業費

の 30 パ

ーセント

を超える

増又は交

付金の増

４ 事業費

又は交付

金の 30

パーセン

トを超え

る減

５ 成果目

標の変更

２ 高知

県みど

りの食

料シス

テム戦

略推進

交付金

（科学技

術振興

事業）

１ グリーンな栽

培体系への転換

サポート

国要綱に基づ

き行う事業に係

る次の経費

ア グリーンな栽

培体系の検討

イ グリーンな栽

培体系への転換

に向けたスマー

ト農業機械等の

導入

ウ 消費者理解の

醸成

・協議会

・市町村

・農業協

同組合

ア

定額

イ

２分の１

以内

ウ

定額

ア

１地区当たり

年間

3,000 千円※

※有機農業の

取組面積の拡

大に向けた栽

培体系を検討

する場合又

は、環境負荷

低減の取組の

うち複数の取

組を検討する

場合は１地区

当たり年間

3,600 千円

イ

上限なし

ウ

１地区当たり

300 千円

経費の欄に

掲げるアか

らウまでの

経費の相互

間における

30 パーセ

ントを超え

る増減

１ 事業の

新設又は

中止もし

くは廃止

２ 事業実

施主体の

変更

３ 事業費

の 30 パ

ーセント

を超える

増又は交

付金の増

４ 事業費

又は交付

金の 30

パーセン

トを超え

る減

５ 成果目

標の変更



改 正 後 改 正 前

別記第１号様式（第４条関係） 省略

様式Ａ

Ⅰ 事業の目的

Ⅱ 事業の内容及び計画

１ 高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の対象となる事業の内容等

（１）事業費

（注）省略

Ⅲ 省略

Ⅳ 省略

Ⅴ 添付書類

(１)省略

(２)省略

(３)省略

(４)事業実施主体が県税の納税義務者である場合は、県税の滞納がないことを証明する証明書又は県

税完納情報の提供に係る同意書（※１）及び本人確認書類の写し（※２）、税外未収金の滞納が

無いことの証明書（別添）を提出してください。

ただし、市町村が補助事業者の場合は、市町村が事業実施主体から提出された納税証明書又は申

立書を確認することとし、提出の必要はありません。

※１ 省略

※２ 省略

（注）省略

(５)省略

（注)省略

別記第１号様式（第４条関係） 省略

様式Ａ

Ⅰ 事業の目的

Ⅱ 事業の内容及び計画

１ 高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の対象となる事業の内容等

（１）事業費

（注）省略

Ⅲ 省略

Ⅳ 省略

Ⅴ 添付書類

(１)省略

(２)省略

(３)省略

(４)事業実施主体が県税の納税義務者である場合は、県税の滞納がないことを証明する証明書又は県

税完納情報の提供に係る同意書（※１）及び本人確認書類の写し（※２）、（追加）を提出して

ください。

ただし、市町村が補助事業者の場合は、市町村が事業実施主体から提出された納税証明書又は申

立書を確認することとし、提出の必要はありません。

※１ 省略

※２ 省略

（注）省略

(５)省略

（注)省略

経費の区分 事 業 概 要
総事業費

（A）

交付対象

経費

（B）＝

(C)

負 担 区 分

備 考交付金

（C）

市町村

費（D）

その他

（E）

有機農業実施計

画の策定

円 円 円 円 円

有機農業実施計

画の実現に向け

た取組の実践

飛躍的な拡大産

地の創出

転換支援事業

転換支援円滑化

事業

合 計

経費の区分 事 業 概 要

総事業費

（A）

交付対象

経費

（B）＝

(C)+(D)+

(E)

負 担 区 分

備 考交付金

（C）

市町村

費（D）

その他

（E）

有機農業実施計

画の策定

円 円 円 円 円

有機農業実施計

画の実現に向け

た取組の実践

飛躍的な拡大産

地の創出

（追加）

（追加）

合 計



様式Ｂ

Ⅰ 事業の目的

Ⅱ 事業の内容及び計画

１ 高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の対象となる事業の内容等

（１）事業費

（注）省略

Ⅲ 省略

Ⅳ 省略

Ⅴ 添付書類

(１)省略

(２)省略

(３)省略

(４)事業実施主体が県税の納税義務者である場合は、県税の滞納がないことを証明する証明書又は県

税完納情報の提供に係る同意書（※１）及び本人確認書類の写し（※２）、税外未収金の滞納が

無いことの証明書（別添）を提出してください。

ただし、市町村が補助事業者の場合は、市町村が事業実施主体から提出された納税証明書又は申

立書を確認することとし、提出の必要はありません。

※１ 省略

※２ 省略

（注）省略

(５)省略

（注)省略

様式Ｂ

Ⅰ 事業の目的

Ⅱ 事業の内容及び計画

１ 高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の対象となる事業の内容等

（１）事業費

（注）省略

Ⅲ 省略

Ⅳ 省略

Ⅴ 添付書類

(１)省略

(２)省略

(３)省略

(４)事業実施主体が県税の納税義務者である場合は、県税の滞納がないことを証明する証明書又は県

税完納情報の提供に係る同意書（※１）及び本人確認書類の写し（※２）、（追加）を提出して

ください。

ただし、市町村が補助事業者の場合は、市町村が事業実施主体から提出された納税証明書又は申

立書を確認することとし、提出の必要はありません。

※１ 省略

※２ 省略

（注）省略

(５)省略

（注)省略

経費の区分 事 業 概 要
総事業費

（A）

交付対象

経費

（B）＝

(C)

負 担 区 分

備 考交付金

（C）

市町村

費（D）

その他

（E）

グリーンな栽培

体系の検討

円 円 円 円 円

グリーンな栽培

体系への転換に

向けたスマート

農業機械等の導

入

消費者理解の醸

成

合 計

経費の区分 事 業 概 要

総事業費

（A）

交付対象

経費

（B）＝

(C)+(D)+

(E)

負 担 区 分

備 考交付金

（C）

市町村

費（D）

その他

（E）

グリーンな栽培

体系の検討

円 円 円 円 円

グリーンな栽培

体系への転換に

向けたスマート

農業機械等の導

入

消費者理解の醸

成

合 計



別記第１号様式別添

誓約書兼同意書

私は、高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の申請に当たり、高知県に対する下記の税外未

収金債務の滞納がないことについて誓約します。

また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会すること（関係各課への個人情

報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）及び照会の結果について関係市町村に提供することに

同意します。

誓約の内容に偽りがあった場合は、当該交付金の不交付の決定又は交付の決定の取消し及びこれに

伴う交付金の返還に異議なく応じます。

記

・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備近代化資金貸付金償還金

・農業改良資金貸付金償還金

・林業・木材産業改善資金貸付金償還金

・沿岸漁業改善資金貸付金償還金

令和 年 月 日

高知県知事 様

代表者の住所

農業者団体名（代表者氏名）（自署）

第２号様式（第６条関係） 省略

第３号様式（第７条関係） 省略

第４号様式（第７条関係） 省略

第５号様式（第８条関係） 省略

（追加）

第２号様式（第６条関係） 省略

第３号様式（第７条関係） 省略

第４号様式（第７条関係） 省略

第５号様式（第８条関係） 省略



第６号様式（第９条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 ○○ ○○ 様

市町村長 ○○ ○○

又は

団体所在地

団体名 代表者 ○○ ○○

令和○○年度高知県みどりの食料システム戦略推進交付金

事業遂行状況報告書

令和○○年○○月○○日付け高知県指令○○高知環農第○○号で交付決定通知のあった事業につい

て、高知県みどりの食料システム戦略推進交付金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり遂行状

況を報告します。

記

（注）１ 「事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額（事業の実施に伴い支払が見込まれる
額）を記載すること。

２ 事業費の出来高及び支払が見込まれる額の内訳が分かる書類

３ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分

については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定

に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。

第６号様式（第９条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 ○○ ○○ 様

市町村長 ○○ ○○

又は

団体所在地

団体名 代表者 ○○ ○○

令和○○年度高知県みどりの食料システム戦略推進交付金

事業遂行状況報告書

令和○○年○○月○○日付け高知県指令○○高知環農第○○号で交付決定通知のあった事業につい

て、高知県みどりの食料システム戦略推進交付金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり遂行状

況を報告します。

記

（注）１ 「事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額（事業の実施に伴い支払が見込まれる
額）を記載すること。

（追加）

２ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複する部分

については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その他資料の特定

に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。

経費の区分
交付対象
経 費

事 業 の 遂 行 状 況

備 考
○年○月○日までに
完了したもの

○年○月○日以降に
実施するもの

事業費 出来高比率 事業費
事 業 完 了
予定年月日

円 円 ％

円

経費の区分
交付対象
経 費

事 業 の 遂 行 状 況

備 考
○年○月○日までに
完了したもの

○年○月○日以降に
実施するもの

事業費 出来高比率 事業費
事 業 完 了
予定年月日

円 円 ％

円



第７号様式（第 10 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 ○○ ○○ 様

市町村長 ○○ ○○

又は

団体所在地

団体名 代表者 ○○ ○○

令和○○年度高知県みどりの食料システム戦略推進交付金実績報告書

令和○○年○○月○○日付け高知県指令○○高知環農第○○号で交付決定通知のあった事業につい

て、高知県みどりの食料システム戦略推進交付金交付要綱第 10 条第１項の規定により、下記のとお

りその実績を報告します。

記

Ⅰ 事業の成果

Ⅱ 事業の内容及び実績

Ⅲ 事業完了年月日 注）様式はＡ又はＢのとおりとする。

Ⅳ 収支決算

Ⅴ 添付書類

１ 本交付要綱別表の区分１に記載がある事業・・・・・・・・・・様式Ａ

２ 本交付要綱別表の区分２に記載がある事業・・・・・・・・・・様式Ｂ

（注）１ 軽微な変更があった場合においては、容易に比較対比できるよう変更部分を二段書とし、変更
前を括弧書で上段に記載すること。

２ 添付書類については、支払経費ごとの内訳を記載した資料、帳簿等の写し又は交付金調書の
写しを添付し、経費以外のものは、交付金交付申請書又は変更承認申請書に添付したもののう
ち、変更があったものに限り添付すること。（経費以外のものについては、申請時以降変更の
ない場合は省略できる。）

（削除）

第７号様式（第 10 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 ○○ ○○ 様

市町村長 ○○ ○○

又は

団体所在地

団体名 代表者 ○○ ○○

令和○○年度高知県みどりの食料システム戦略推進交付金実績報告書

令和○○年○○月○○日付け高知県指令○○高知環農第○○号で交付決定通知のあった事業につい

て、高知県みどりの食料システム戦略推進交付金交付要綱第 10 条第１項の規定により、下記のとお

りその実績を報告します。

記

Ⅰ 事業の成果

Ⅱ 事業の内容及び実績

Ⅲ 事業完了年月日 注）様式はＡ又はＢのとおりとする。

Ⅳ 収支決算

Ⅴ 添付書類

１ 本交付要綱別表の区分１に記載がある事業・・・・・・・・・・様式Ａ

２ 本交付要綱別表の区分２に記載がある事業・・・・・・・・・・様式Ｂ

（注）１ 軽微な変更があった場合においては、容易に比較対比できるよう変更部分を二段書とし、変更
前を括弧書で上段に記載すること。
２ 添付書類については、支払経費ごとの内訳を記載した資料、帳簿等の写し又は交付金調書の
写しを添付し、経費以外のものは、交付金交付申請書又は変更承認申請書に添付したもののう
ち、変更があったものに限り添付すること。（経費以外のものについては、申請時以降変更の
ない場合は省略できる。）

また、事業実績内訳明細書を添付すること。



様式Ａ

Ⅰ 事業の成果

Ⅱ 事業の内容及び実績

１ 高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の対象となる事業の内容等

（１）事業費

（注）省略

Ⅲ 省略

Ⅳ 省略

Ⅴ 添付書類

(１)省略

(２)支払関係書類の写し

(３)財産管理台帳（別記第 11 号様式）の写し（該当する機械及び器具を取得した場合）

(４)省略

(注)省略

様式Ａ

Ⅰ 事業の成果

Ⅱ 事業の内容及び実績

１ 高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の対象となる事業の内容等

（１）事業費

（注）省略

Ⅲ 省略

Ⅳ 省略

Ⅴ 添付書類

(１)省略

(２)協議会の規約及び体制図を確認することができる資料

(３)総事業費の内訳について、積算根拠となる資料

(４)省略

(注)省略

経費の区分 事 業 概 要
総事業費

（A）

交付対象

経費

（B）＝

(C)

負 担 区 分

備 考交付金

（C）

市町村

費（D）

その他

（E）

有機農業実施計

画の策定

円 円 円 円 円

有機農業実施計

画の実現に向け

た取組の実践

飛躍的な拡大産

地の創出

転換支援事業

転換支援円滑化

事業

合 計

経費の区分 事 業 概 要

総事業費

（A）

交付対象

経費

（B）＝

(C)+(D)+

(E)

負 担 区 分

備 考交付金

（C）

市町村

費（D）

その他

（E）

有機農業実施計

画の策定

円 円 円 円 円

有機農業実施計

画の実現に向け

た取組の実践

飛躍的な拡大産

地の創出

（追加）

（追加）

合 計



様式Ｂ

Ⅰ 事業の成果

Ⅱ 事業の内容及び実績

１ 高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の対象となる事業の内容等

（１）事業費

（注）省略

Ⅲ 省略

Ⅳ 省略

Ⅴ 添付書類

(１)省略

(２)支払関係書類の写し

(３)財産管理台帳（別記第 11 号様式）の写し（該当する機械及び器具を取得した場合）

(４)省略

(注)省略

第８号様式（第 10 条関係） 省略

第９号様式（第 10 条関係） 省略

第 10 号様式（第 11 条関係） 省略

第 11 号様式（第 13 条関係） 省略

第 12 号様式（第 13 条関係） 省略

様式Ｂ

Ⅰ 事業の成果

Ⅱ 事業の内容及び実績

１ 高知県みどりの食料システム戦略推進交付金の対象となる事業の内容等

（１）事業費

（注）省略

Ⅲ 省略

Ⅳ 省略

Ⅴ 添付書類

(１)省略

(２)協議会の規約及び体制図を確認することができる資料

(３)総事業費の内訳について、積算根拠となる資料

(４)省略

(注)省略

第８号様式（第 10 条関係） 省略

第９号様式（第 10 条関係） 省略

第 10 号様式（第 11 条関係） 省略

第 11 号様式（第 13 条関係） 省略

第 12 号様式（第 13 条関係） 省略

経費の区分 事 業 概 要
総事業費

（A）

交付対象

経費

（B）＝

(C)

負 担 区 分

備 考交付金

（C）

市町村

費（D）

その他

（E）

グリーンな栽培

体系の検討

円 円 円 円 円

グリーンな栽培

体系への転換に

向けたスマート

農業機械等の導

入

消費者理解の醸

成

合 計

経費の区分 事 業 概 要

総事業費

（A）

交付対象

経費

（B）＝

(C)+(D)+

(E)

負 担 区 分

備 考交付金

（C）

市町村

費（D）

その他

（E）

グリーンな栽培

体系の検討

円 円 円 円 円

グリーンな栽培

体系への転換に

向けたスマート

農業機械等の導

入

消費者理解の醸

成

合 計


